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 令 和 元 年 ７ 月 2 5 日 

大阪労働局労働基準部賃金課 

 

 

平成３０年度 

 大阪府最低賃金の改正決定（答申）附帯事項への取組について 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の答申に当たっては、大阪府最低賃金の改正の中小企業・小規模事業者

に与える影響が大きくなってきていることを踏まえ、働き方改革実行計画に記

載した生産性向上支援等を厚生労働省、経済産業省、国土交通省をはじめとす

る関係省庁が連携して早期に行うことを国に強く求めるとともに、 

【１】 影響の及ぶ中小企業等を十分把握した上で、的確な周知広報、履行確保

に努めること 

【２】 中小企業等に対する生産性向上等の支援措置については、これまでの取

組を踏まえて、省庁および関連する団体等と連携し、より一層、計画的、

効果的に周知し、利活用の促進に努めること 

【３】 行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃

金額改定によって委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じること

がないよう、発注時に特段の配慮が行われること 

【４】 不公正な商取引により中小企業等の賃金支払能力が不当に下げられてい

る場合もあることから、公正な取引慣行の構築、関係法令遵守の徹底を図

ること 

【５】 以上の取組状況については、中小企業等に対する支援措置の利活用の状

況を含め検証を行い、当審議会総会の場において報告すること 

を要望する 

○ 答申（平成 30 年８月２日）「附帯事項」 
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【１】 影響の及ぶ中小企業等を十分把握した上で、的確な周知広報と履行確

保に努めること 

 

 

１ 的確な周知広報 

◆ 大阪府内全市町村・大阪市全区広報誌への掲載を達成 

◆ 鉄道機関の主な駅等、公共の場でのポスターの掲示を拡充 

  ◆ 大阪労働局と包括連携協定を締結した金融機関を活用した周知 

  ◆ ケーブルテレビ出演等、マスメディアを通じた周知を展開 

  ◆ ポスター・リーフレットによる周知 

 厚労省作成版と併せて、中小企業等支援策を盛り込んだ大阪労働局独自

リーフレットを以下３種類作成し、幅広く配架・配付 

   ① 地賃額ＰＲ用リーフレット           ２５，０００枚 

   ② 地賃額・特賃額ＰＲ用リーフレット      １３９，０００枚 

   ③ 近畿（２府４県）の最低賃金額一覧表リーフレット ５，０００枚 

④ 厚労省版リーフレット             ５６，０００枚 

 

       ①           ②           ③ 

 

 

 

○ 「附帯事項」への取組 
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◆ 労働保険年度更新会場（大阪労働局・府内各監督署）での周知広報 

大阪労働局会場          大阪中央署会場 

 

◆ 大阪国税局等を通じた確定申告会場での周知広報（抜粋） 

堺税務署会場                谷町４丁目会場 

 

 

２ 最低賃金主眼監督の実施 

  ◆ 事前予告による、最賃違反の抑止効果を期待 

  ◆ 最低賃金主眼監督を強化（平成 31 年１月から３月に実施） 
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□ 検証と課題・今後の取組 □ 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

【２】 中小企業等に対する生産性向上等の支援措置については、これまでの

取組を踏まえて、省庁および関連する団体等と連携し、より一層、計画

的、効果的に周知し、利活用の促進に努めること 

 

１ 「大阪働き方改革推進支援・賃金相談センター」を通じた取組 

    助成金の活用、生産性の向上、労働時間制度の見直し、人手不足の解消、

働きがいを高める賃上げ策などの個別相談に対応、個別出張訪問による

アドバイスも実施 

     ・商工会・商工会議所等と連携してセミナーを開催 

    ・経営相談等に関する相談があった場合は、適宜、大阪府よろず支援拠

点へ取次ぎ、連携した取組を実施 

 

                     

 

２ 労働基準監督署における取組 

  ◆ 各労働基準監督署において「労働時間相談・支援コーナー」を設置

し、労働時間相談・支援班が中小企業事業主に向けての窓口相談を行

い、集団指導、説明会および訪問支援を実施 

最低賃金主眼監督時の聴取調査では、８５％の事業主が適用される最低賃

金額を知っていることから、一定の周知が図られている現状であると思われ

るが、引き続き積極的な周知を実施する。 

また、最賃主眼監督の結果、一定数の違反事業場が存在するため、引き続き

履行確保のための監督指導を徹底する。 

堺税務署 確定申告会場に隣接した会場で特別相談会を実施 
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◆ 年度更新時における 

個別相談会を実施 

 

       

 

 

 

◆ 最低賃金主眼監督に併せて 

個別相談会を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 最低賃金主眼監督時に 

関係省庁や地方自治体が 

所管する経営力向上の 

ための 

支援策リーフレット等を 

パッケージ化して配付 

                                      

   

パッケージ 

項目 
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□ 検証と課題・今後の取組 □ 

 

賃金引き上げに関する助成金の利活用促進について、業務改善助成金、 

キャリアアップ助成金に加えて時間外労働等改善助成金団体推進コースが拡

充され、事業主団体等が実施するセミナー等、より利用しやすいものとなって

いることから、今後一層の利活用促進に取り組む。 

昨年度は、拡充された「大阪働き方改革推進支援・賃金相談センター」の 

利活用の促進が図ることができているが、今後も引き続き一層の利用勧奨を図

る。 

しかしながら、大阪における最低賃金の未満率は全国的に見ても高く、未満

率低減のために、今までより工夫した取り組みが必要である。 

なお、官邸会議である「中小企業・小規模事業者の最低賃金引上げワーキン

ググループ」においては、大阪の未満率の高い産業である①卸売業・小売業②

宿泊業・飲食サービス業③医療福祉（介護）や未満率の高い府内の地域に対し

て、「稼ぐ力応援チームセミナー」等を活用した取組みが要請された。 

そのためにも、関係団体、関係省庁との連携を強化し、横断的な周知等を行

っていく必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 実施内容 

最低賃金及びその支援策が行き届いていない個人事業主等小規模事業者に対

し、最低賃金及びその支援策の浸透を図ることを目的とし、構成団体の協力のも

と、様々なツール・メディアを活用した幅広い周知を図るための取組みに加え、

以下のとおり、未満率の高い業種や地域に重点を置いた「大阪働き方改革推進支

援・賃金相談センター」の活動を中心に、セミナー等の取組みを行う。 

① 飲食・生活関連サービス業 

→生活衛生営業指導センター協力のもと、「稼ぐ力応援チームセミナー」を

実施 

② 介護関連業 

令和元年５月 大阪働き方改革推進会議に、 

「最低賃金のための環境整備に関する作業部会」を新たに設置し、 

関係団体・関係省庁との連携を強化した横断的な周知等を強化 
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→関係構成団体の協力を得ながら、働き方改革関連法等労働条件全般に関

するセミナーを大阪労働局が実施 

③ その他（卸小売業等） 

→府内労働基準監督署・ハローワーク・構成団体が各種セミナー等を実施 

④ 未満率の高い地域 

→南河内地域・北河内地域・泉南地域におけるセミナーを実施 

 

 

【３】 行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低

賃金額改定によって委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じる

ことがないよう、発注時に特段の配慮が行われること 

 

◆ 大阪府・府内全４３市町村 

 発注時および最低賃金改定時等における配慮要請を文書で実施 

◆ 国等発注機関 

 発注時および最低賃金改定時等における配慮要請を文書で実施 

◆ 大阪府主催研修会での講演 

 建設工事請負業者を参集した研修会で、配慮を要請 

◆ 大阪市との協定 

引き続き、大阪市契約管財局との「最低賃金にかかる情報の提供に関する

協定」を実施 

◆ 大阪府・大阪市との連携 

 公共工事・公共調達の落札事業者へ配付する契約図書に、最低賃金を含ん

だ労働関係法制度を周知する冊子を同封 

 入札参加有資格事業者名簿登載の事業所に対し、上記冊子を掲載するアド

レスを通知メールにリンク 

◆ 公共工事発注機関への要請 

 大阪労働局および労働基準監督署が実施する公共工事の発注者を招集す 

る会議で配慮を要請 

 

□ 検証と課題・今後の取組 □ 

 

 

 

 

 

大阪府・大阪市との協力体制は今後とも引き続き実施する。 

特に大阪市とは、最低賃金違反にかかる情報の提供に関する協定に基づく

通報の提供があったことから、引き続き的確に運営する。 

これら以外の市町村については、大阪市等との事例を紹介しながら、発注

機関としての取組を、引き続き働きかけを行っていく。 
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【４】 不公正な商取引により中小企業等の賃金支払能力が不当に下げられて

いる場合もあることから、公正な取引慣行の構築、関係法令遵守の徹底

を図ること 

 

◆ 近畿経済産業局等との連携 

  「下請かけこみ寺事業にかかる近畿ブロック情報連絡会議」に出席し、

公正な取引慣行の構築、関係法令順守の徹底について連携 

◆ 労働基準監督署における取組の強化 

  最低賃金法第４条などの違反が認められた事業主で、 

①その違反の背景に下請法第４条（親事業者の禁止行為）違反、独占禁

止法第 19 条（物流特殊指定）違反が認められる場合、公正取引委員会又

は経済産業省に、 

②その違反の背景に元請負人による建設業法違反のおそれがある場合、

国土交通省に、当該事案の通報制度を積極的に運用 

上記①、②に該当しない場合であっても、パンフレットを配付の上、相

談窓口を教示 

※ 平成３１年１月から下請業者の同意なく通報する制度に拡充 

 

□ 検証と課題・今後の取組 □ 

 

 

 

 

 

不公正な商取引について、所管官庁や関係官庁との連携のスキームは整備さ

れていることから、引き続き、所管官庁や関係官庁との連携を行い、不公正な

い商取引を把握した場合は、下請事業者に対し相談窓口の教示等を推進する。 

 

下請事業者等の賃金支払いの妨げにならないよう、公正な取引慣行の構築、

関係法令の遵守の徹底を図る。 
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